
− 112 −

所得税法ーー問題・解答



 

 

25（理論ドクタ）所得－05／テーマ３事業所得等.doc 

（出力日時）2015/10/19  18:25 （頁）55／2 

 事業所得等 

－55－ 

 

－55－ 

   ３－７ 総合問題 

   【応用問題１】 

不動産所得には、事業から生ずる所得と事業と称するに至らない業務から生ずる

所得とがありますが、所得税における両者の取扱いの相違点について説明しなさい｡ 

 （平成13年出題） 

   解 答 

Ⅰ 利子税の必要経費算入（法45） 

不動産所得を生ずべき事業を行う者が納付した利子税のうち、その事業に

係る不動産所得の金額に対応する部分の利子税は必要経費に算入されるが、

事業以外の業務に係る不動産所得については、利子税の必要経費算入は 

認められない。 

Ⅱ 貸家の災害損失等（法51①④、72） 

不動産所得を生ずべき業務の用に供され又は不動産所得の基因となる資産

について生じた損失については、次による。 

⑴ 事業用固定資産に係る損失の金額は、その損失の発生原因を問わず、 

その損失の金額が損失発生年分の必要経費に算入される。 

⑵ 事業以外の業務用固定資産に係る損失の金額は、その損失の発生原因が

災害、盗難又は横領による場合には、その損失の金額が損失発生年分の  

雑損控除の対象とされる。 

損失の発生原因がそれ以外の場合には、その損失の金額が損失発生年分

の不動産所得の金額を限度として必要経費に算入される。 

Ⅲ 未収家賃等の貸倒損失（法51②、64①） 

⑴ 不動産所得を生ずべき事業に係る未収家賃等の貸倒れによる損失の金額

は、その損失発生年分の必要経費に算入される。 

⑵ 事業として営んでいない不動産所得に係る未収家賃等の貸倒れによる 

損失の金額は、その計上年分の不動産所得の金額の計算上なかったものと

みなす。 

Ⅳ 青色事業専従者給与等（法57） 

不動産所得を生ずべき事業に従事する青色事業専従者又は事業専従者を 

有する場合には、青色事業専従者給与額の必要経費算入又は事業専従者控除額 

のみなし必要経費の特例が認められるが、事業以外の業務に係る不動産所得

については、その特例は認められない。 
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Ⅴ 個別評価貸倒引当金（法52①） 

不動産所得を生ずべき事業を営むものは、その事業の遂行上生じた未収 

家賃等の貸倒れによる損失の見込額として一定の方法により計算した繰入 

限度額に達するまでの貸倒引当金の繰入れができるが、事業以外の業務に 

係る不動産所得については、その特例は認められない。 

Ⅵ 青色申告特別控除（措法25の２） 

青色申告者で不動産所得を生ずべき事業を営み、取引の内容を詳細に記録等

しているものの青色申告特別控除額は65万円となるが、その他のものは10万円

である。 
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＜ＴＡＣ＞無断複写・複製を禁じます（税15） 所上(8) 

－ Ａ 1 － 

〔第一問〕 －50点－ 

 

 

問１ 公社債投資信託以外の証券投資信託の収益の分配を受けた場合の配当控除の適用について、

配当所得の課税方法に触れつつ説明しなさい。 

 

問２ 給与所得の意義及び課税方法（給与所得の金額の計算を含む。）について、給与所得者の特

定支出控除の特例を含めて説明しなさい。 

   但し、事業専従者控除に関する事項及び給与所得控除額の計算方法については説明する必

要はない。 
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＜ＴＡＣ＞無断複写・複製を禁じます（税15） 所上(4) 

－ Ａ 7 － 

〔資料Ⅲ〕 

甲は、本年中に次の資産を譲渡している。 

譲渡資産 取得年月 譲渡年月 譲渡対価 取 得 費 譲 渡 費 用 備考 

土  地 平19．６ 平27．１ 24,000,000円 （注） 650,000円 (注) 

家  財 平21．７ 平27．８ 500,000円 1,200,000円 ── ── 

絵  画 平14．８ 平27．８ 2,200,000円 800,000円 100,000円 ── 

ゴルフ会員権 平18．11 平27．５ 600,000円 750,000円 50,000円 ―― 

 

（注）土地は、物品販売業の駐車場として利用するために平成19年に建物とともに取得したもの

であり、土地の取得価額は 8,500,000円、建物の取得価額は 1,500,000円であった。 

なお、建物は取壊費用 1,000,000円をかけて取得後直ちに取り壊している。 

 

〔資料Ⅳ〕 

甲は、上記の他、本年中に次の所得がある。なお、源泉徴収がされるものについては、すべ

て源泉徴収税額（住民税を含む。）控除前である。 

１．納税準備預金の利子              1,500円 

租税納付目的以外に引き出したものはない。 

２．外貨預金の利子               31,000円（源泉徴収税額6,200円） 

３．為替差益                  12,000円 

これは、上記２の外貨預金に係るもので、甲はこの預金について為替予約を付していない。 

４．学校債の利子                33,000円 

５．生命保険契約の満期保険金          2,100,000円 

これは、甲を被保険者とする生命保険契約（養老保険に該当する。）が、本年１月に満期と

なったため受けたものである。 

なお、この契約に係る保険料の総額は 1,352,000円（本年中に支払ったものはない。）であ

るが、これについては、甲と甲の父で２分の１ずつ負担している。 

６．損害保険契約の満期返戻金         1,750,000円 

これは、店舗を保険目的とする損害保険契約が、本年６月に満期となったため受けたもの

である。 

なお、この契約に係る保険料の総額は 1,900,000円（うち積立保険料は 1,260,000円）で

ある。 
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＜ＴＡＣ＞無断複写・複製を禁じます（税15） 所上(4) 

－ Ａ 4 － 

【問題３】 

居住者Ｅの平成27年（以下「本年」という。）分の譲渡所得の金額を計算の過程を示して答えな

さい。 

なお、解答にあたって複数の計算方法が考えられる場合には、そのすべての方法を示して、最

も有利な方法を選択しなさい。 

〔資 料〕 

１ Ｅは、本年１月に父から相続（限定承認に係るものではない。）により取得した土地及び建物

のうち土地（取得費は22,000,000円である。）を本年11月に80,000,000円で譲渡している。 

これは、Ｅの父が平成13年に居住用家屋とともに取得した敷地であり、Ｅは、同年よりこの

居住用家屋において父と同居していた。 

なお、この居住用家屋（取得費は10,000,000円である。）は今回の譲渡に際し、取り壊しをし

ており、Ｅは、譲渡費用の総額として8,000,000円を支払っている。 

また、Ｅは、この譲渡対価をもって、本年12月に、新たに居住用家屋（床面積80㎡）及びそ 

の敷地（面積200㎡）をそれぞれ25,000,000円及び50,000,000円で取得し、取得後直ちに居住の 

用に供している。 

２ Ｅは、上記の相続に際し、相続税7,500,000円を支払っているが、この相続に係る相続税の課

税価格は160,000,000円（債務控除5,000,000円控除前）であり、居住用家屋の相続税評価額は

15,000,000円、敷地の相続税評価額は45,000,000円である。 

また、今回の相続に際し、この敷地以外に土地Ｚ（相続税評価額30,000,000円）の取得をし

ている。 

 

【問題４】 

居住者Ｇは、平成27年（以下「本年」という。）において次の資産の譲渡を行っている。ついて

は、次の資料に基づきＧの本年分の譲渡所得の金額を、その計算の過程を明らかにして答えなさ

い。 

〔資 料〕 

１ Ｇは、所有する絵画及び骨董品を本年５月にＨ株式会社にそれぞれ1,500,000円及び650,000

円で譲渡しており、譲渡時の時価相当額もそれぞれ1,500,000円及び650,000円と認められる。 

絵画は、祖母が昭和25年10月に20,000円で取得したものを、平成25年４月に祖母から贈与に

より取得しており、贈与時の時価相当額は1,250,000円と認められる。 

なお、絵画の昭和28年１月１日における相続税評価額は60,000円である。 

骨董品は、Ｇの姉が平成15年11月に300,000円で取得したものを、Ｇが平成27年３月に姉から

200,000円で取得しており、取得時の時価相当額は500,000円と認められる。 

２ Ｇは、所有する書画を本年６月にＧの長男に800,000円で譲渡しており、譲渡時の時価は

2,000,000円と認められる。 

書画は、Ｇが平成３年に900,000円で取得したものであり、取得時の時価相当額も900,000円

と認められる。  
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